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多くの自治体の現状は国保データベースシステムから出力される健診検査値や医療費・介護費の現状といった集計結果をそのまま
使用していることがほとんどであり、その背後にある住人の生活習慣、ヘルスリテラシーといった原因系のデータ分析まで至っていない。こ
の背景は、一つには自治体の保健師や事務職の職員がデータの分析やそれに基づく施策の立案力が低いこと、二つ目としては自治
体職員の過多な業務量のため分析やそれに基づく立案作業の時間が取れにくいことがあげられる。

本研究は、最先端のAI技術を活用して、保健師を中核とした自治体職員の健康・医療・介護関連データにおける解
析力および保健指導を含む狭義の健康づくり施策の構築力に加えて、このまちに住むと自然と健康で幸せになれるま
ちづくりの政策も含めた、より効果的な現状把握、原因解明、そしてまちづくりも含めた総合的な政策パッケージが提
示されるシステムの開発を試みた。

「健幸政策SWC-AI」が
PDCAサイクルを正常化

多くの自治体が
抱えている問題

・人員削減の中での業務量過多
・健康教室の参加者はいつも同じ
顔ぶれ
・健康指標の改善がみられない

C「施策評価」とA「施策改善」が
実施できていない
・評価の仕方がわからない
・費用対効果が明確にできず、
前例踏襲主義から脱却できない

事業成果を説明できず、
効果の高い事業を拡大・
継続できない

１．研究背景と目的
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２．開発内容と成果

開発した健幸政策SWC-AIは、研究班が既に保持していた17自治体70万人規模の国民健康保険及び後期高齢者医療保険に
おける健診データと医療レセプト、介護保険データを活用すると同時に、全国の自治体で実施されてきた各種施策に関する事例デー
タや先行研究を用い、現状・将来分析AI（①自治体における健康課題の抽出②その原因の特定、③将来の健康課題の予測とそ
の解決のためのターゲットの特定）、②保健施策モデリングAI（特定された結果を基に、当該自治体の実情を踏まえて、エビデンス
に基づいた最適な施策候補のパッケージを提示）から構成

ﾃﾞｨｰﾌﾟﾗｰﾆﾝｸﾞのような計算論的なﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸ
ｽ型のAI技術は原因分析には適さないため、統
計学的なﾎﾜｲﾄﾎﾞｯｸｽ型のAI技術「ﾍﾞｲｼﾞｱﾝﾈｯ
ﾄﾜｰｸ」を用いて健康課題の原因候補を抽出

現状分析
「現状・将来分析AI」等の結果を踏まえて選択された健康課
題の原因に対応する施策が、施策効果等を踏まえて順位付け
され各施策の概要、対象とすべきターゲット層、事業内容、当
該施策を実施した際の効果（医療費適正化、有病率の低下
見込）が表示

原因・将来分析 適切な施策提案
医療費・介護費の地区別分析や、自治体
の都市データ（国交省「都市ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｰﾄ」
に健康や福祉に関するｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀを追加し、
総合的な健幸都市度を算出

現状・将来分析AI 保健施策モデリングAI

医療費・介護費
地区別比較

健幸都市度を
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄで表示

一人あたり医療費
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崔ら（2018）を一部改変して作成

2019

健幸政策SWC-AIには、健診・医療・介護レセプトといった健康・福祉データだけではなく、健康課題に対する原因を特定するために
ライフスタイルおよびまちづくり関連のデータも含まれており、健幸都市を評価するのに必要な指標を網羅的に取り込んでおり、現在
様々に提案されているシステムと比べても明らかなアドバンテージを有している

３．開発成果
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４．研究体制

筑波大学
◆研究開発代表者：久野譜也
（体育系健康政策教授・人工知能科学センタープロジェクト研究部門長）

◆研究開発分担者：岡田幸彦
（システム情報系准教授・人工知能科学センターサービス工学分野長）

新潟県見附市

茨城県常総市 つくばウエルネスリサーチ

塚尾晶子（取締役・保健師)

NTTデータ経営研究所

北野浩之（シニアマネージャー）
NTTアドバンテクノロジと連携

実証フィールド 代表機関、分担機関

• 本研究では、新潟県見附市と茨城県常総市を実証フィールドとし研究を実施。
• 健幸政策SWC-AIの機能は、施策の立案プロセスを踏まえてそれを支援するものであるため、本研究チームだけでなく、２自治体
職員および公衆衛生学の専門家や生活習慣病を専門とする医師、AI技術及び法学に関する有識者知見に基づき開発を実施。

人工知能科学、統計
学・医学・法学の有
識者により構成

外部評価委員会
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これまで蓄積した各種データ、有識者の健康政
策のコンサルティングノウハウ、健康政策にかかる
エビデンスをAI開発に活用

最先端のAI技術を活用して、効果的な健康政
策を提示することに成功

大規模実証を通じて、収集データに基づく学習でAI精度が向上
エビデンス収集の実現によって施策効果の定量評価、評価結果の見
える化等が実現することで、真のEBPMが自治体で実現
更に、多数の自治体の施策の是非を定量的に評価が可能
（正しく努力し、成果を挙げている自治体を評価することが可能）

本研究開発の成果
（2017～2019）

健幸政策SWC-AIのさらなる開発と機能の精錬
（2020～）

人的・財源負担を減少させ、
AIが適切な施策を提示することが可能

開発した健幸政策SWC-AIの機能・精度を向上させるために、今年度からは活用自治体を増加させ、①AIによる学
習精度の向上、②施策効果の定量評価と評価結果の見える化、③各施策の是非の定量的評価に取り組む

1. TWRコンサルタントによるSWC-AI活用とシステム評価→システム精錬
2. KDBとの連結可能性の検討と国との協議
3. 企業健保での活用の検討とカスタマイズ
4. PHRでの活用の検討と追加開発

５． 2020年度以降の健幸政策SWC-AIの実用化に向けて
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